
 

 

市立小学校の児童数・学級数の将来推計及び学校施設の状況について 

 

 

１ 趣旨 

久留米市立小学校小規模化対応方針に基づき、市立小学校の児童数・学級数の将来推

計及び学校施設の状況（築年数）等を公表するものです。 

 

２ 公表目的等 

 (1) 対応方針における位置付け 

市教育委員会では、令和５年２月に、久留米市通学区域審議会からの答申を受け

て、対応方針の改正を行い「学校統合を進める上で保護者や地域の連携・協力が重要

であり、統合を円滑に進めていくためにも、児童数の推計や学校施設の状況などにつ

いて、広く市民との情報共有に努める」ことを新たに定めました。 

   

 (2) 公表目的 

さらに進むことが見込まれる小学校の小規模化や学校施設の老朽化の課題につい

て、市民の方々と認識を共有し、小学校の統合に関する共通理解を図ることを目的と

して、令和５年度以降、毎年度継続して公表するものです。 

 

３ 公表内容 

 ［資料１］久留米市全体の児童数の状況 

［資料２］久留米市立小学校 学校規模・校舎最長築年数一覧表 

 ［資料３］学校規模・校舎最長築年数別マップ 

 ［資料４］小学校別の児童数・学級数の推移及び将来推計 

 ［参 考］久留米市立小学校小規模化対応方針の概要 

 

４ 公表内容の留意点 

 (1) 児童数 

  ① 令和７年５月１日時点の各小学校の児童数及び未就学児（０～５歳）の人口をも

とに、向こう６年間（令和８～１３年度）の推計を算定しています。 

  ② 算出に当たっては、過去５年間（令和３～７年度）における学年が上がった時点

の平均増減率を乗じて算定しています。 

 

 



 (2) 学級数 

  ① 児童数推計をもとに、通常学級を対象として算定しています。 

  ② 複式学級は、２つの異なる学年を担任１人が受け持ち、１つの教室で１コマの授

業を同時に行います。隣りあう２つの学年の児童数合計が１６人以下（１年生と２

年生の場合は８人以下）の場合に、法律に基づいて編制されます。 

 

 (3) 学校施設の状況 

   この資料の「築年数」は、学校内に複数の建物がある中で、最も古い校舎の築年数

（令和７年度時点）を表示します。 

 

５ 今後の取組について 

  市教育委員会では、今後の具体的な小学校統合の取組について、公表内容をもとに 

検討を進めてまいります。 

 

 

【参考】学校規模（通常学級） 

  過大規模校 ３１学級以上 

大規模校  ３０～１９学級 

  標準規模校 １８～１２学級 

  小規模校  １１～ ６学級 

過小規模校 ５学級以下（複式学級が生じる） 

 

 

 

 

 





約300人減少



学校番号 学校名

（計 43 校） 児童数※2 児童数※2 建築年度 築年数 図中記号

01 西 国 分 小 33 クラス 1,021 人 24 クラス 690 人 S42 築58年 ◎
02 荘 島 小 6 クラス 129 人 6 クラス 112 人 S28 築72年 ◎
03 日 吉 小 17 クラス 493 人 17 クラス 469 人 H28 築09年

04 篠 山 小 17 クラス 485 人 12 クラス 368 人 H29 築08年

05 京 町 小 13 クラス 252 人 7 クラス 157 人 H30 築07年

06 南 薫 小 17 クラス 460 人 13 クラス 365 人 S40 築60年 ◎
07 鳥 飼 小 18 クラス 500 人 16 クラス 448 人 H12 築25年

08 長 門 石 小 11 クラス 299 人 11 クラス 216 人 S52 築48年 〇
09 小 森 野 小 12 クラス 288 人 7 クラス 183 人 S42 築58年 ◎
10 金 丸 小 20 クラス 575 人 17 クラス 474 人 S36 築64年 ◎
11 東 国 分 小 18 クラス 554 人 18 クラス 507 人 S40 築60年 ◎
12 御 井 小 15 クラス 434 人 13 クラス 381 人 S43 築57年 ◎
13 南 小 33 クラス 1,016 人 28 クラス 857 人 S44 築56年 ◎
14 合 川 小 22 クラス 634 人 18 クラス 497 人 S42 築58年 ◎
15 山 川 小 14 クラス 386 人 12 クラス 297 人 S42 築58年 ◎
16 上 津 小 23 クラス 670 人 19 クラス 584 人 S43 築57年 ◎
17 高 良 内 小 18 クラス 537 人 18 クラス 510 人 S43 築57年 ◎
18 宮 ノ 陣 小 14 クラス 397 人 12 クラス 317 人 S50 築50年 〇
19 山 本 小 6 クラス 117 人 6 クラス 124 人 S47 築53年 〇
20 草 野 小 6 クラス 59 人 4 クラス 47 人 S50 築50年 〇
21 安 武 小 12 クラス 279 人 13 クラス 323 人 S34 築66年 ◎
22 荒 木 小 25 クラス 775 人 23 クラス 679 人 S42 築58年 ◎
23 大 善 寺 小 14 クラス 391 人 16 クラス 455 人 S51 築49年 〇
24 善 導 寺 小 15 クラス 437 人 15 クラス 391 人 S53 築47年 〇
25 大 橋 小 6 クラス 51 人 R8に善導寺小と統合 S55 築45年 〇
27 津 福 小 18 クラス 540 人 13 クラス 397 人 S52 築48年 〇
28 船 越 小 6 クラス 87 人 6 クラス 67 人 S53 築47年 〇
29 水 縄 小 7 クラス 156 人 6 クラス 132 人 S59 築41年

30 田 主 丸 小 12 クラス 303 人 7 クラス 155 人 S48 築52年 〇
31 水 分 小 6 クラス 99 人 5 クラス 74 人 S58 築42年

32 竹 野 小 6 クラス 91 人 6 クラス 93 人 S41 築59年 ◎
33 川 会 小 6 クラス 98 人 6 クラス 73 人 S51 築49年 〇
34 柴 刈 小 6 クラス 67 人 4 クラス 46 人 H16 築21年

35 弓 削 小 6 クラス 120 人 6 クラス 72 人 S52 築48年 〇
36 北 野 小 18 クラス 467 人 12 クラス 322 人 H14 築23年

37 大 城 小 6 クラス 189 人 6 クラス 150 人 S42 築58年 ◎
38 金 島 小 6 クラス 82 人 6 クラス 53 人 S43 築57年 ◎
39 城 島 小 12 クラス 264 人 8 クラス 170 人 S46 築54年 〇
41 江 上 小 6 クラス 79 人 6 クラス 67 人 S45 築55年 ◎
42 青 木 小 6 クラス 66 人 4 クラス 49 人 S52 築48年 〇
44 西 牟 田 小 13 クラス 352 人 10 クラス 213 人 S44 築56年 ◎
45 犬 塚 小 13 クラス 374 人 13 クラス 349 人 S46 築54年 〇
46 三 潴 小 18 クラス 478 人 15 クラス 417 人 S45 築55年 ◎

【凡例】 　標準規模校以上：通常学級数　12学級以上  ～S45年度以前の校舎を保有 ◎

　小規模校　　　：通常学級数　6～11学級  S46～S55年度の校舎を保有 〇

　過小規模校　　：通常学級数　5学級以下＊
　

　　　　　　　（＊複式学級が発生している学校） （校舎最長築年数は令和7年度末時点）

（参考）　S46年 … 十勝沖地震（S43年）を踏まえて、構造基準が改正された。

　　　　　S56年 … これまでの耐震基準が見直され、新耐震基準に改正された。

（特記）　※１　本表の「最古の校舎」は、各学校に複数ある校舎のうち、最も古い建物の築年数を表しています。

　　　　　　　　また、「最古の校舎」には、「屋内運動場（体育館）」「給食室」「倉庫などの小規模施設」を含みません。

　　　　　　　　なお、市立学校の校舎は「耐震診断」を実施済みであり、「耐震改修工事」を完了しています。

　　　　　※２　本表の学校規模に対する学級数・児童数は「通常学級数及びその児童数」を表しています。

令和7年度 令和13年度（推計） 最古の校舎※1

通常学級数 通常学級数

久留米市立小学校　学校規模・校舎最長築年数　一覧表

学校規模 校舎最長築年数
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「久留米市立小学校小規模化対応方針」の概要 
（H30.10月策定、R5.2月一部改訂） 

 

 

１ 学校規模の考え方 

○教育を充実する観点から望ましい学校規模＝１学年が複数の学級で構成される規模 

○教育課題の顕在化等を回避するために必要となる学校規模＝１学年１学級以上の規模 

◎望ましい学校規模 

＝１学年から６学年までの全ての学年が複数の学級で構成される規模 

（全学年でクラス替えができる規模） 

 

２ 基本姿勢 

 ○小規模化対応にあたっては、「望ましい学校規模」を目指します。また、学校施設の老

朽化の観点を含めて取り組みます。 

○対応の基本方策は、「学校の統合」とします。 

 

３ 検討の優先順位等 

○最優先の小規模化対応が必要と位置付ける小学校は、「既に複式学級が発生し、固定化

している小学校」です。 

○次に「今後、複式学級の発生が見込まれる学校」、「望ましい学校規模を下回る学校」

の順としています。 

○上記の優先順位を踏まえつつも、学校施設の老朽化により施設の更新が必要な小規模

校については、優先的な対応の検討を行います。 

 

４ 統合の検討を進めるための基本的な考え方 

（１）統合校の組み合わせ 

    「望ましい学校規模が確保される組み合わせ」を基本に、「隣接している小学校同

士の組み合わせ」や「進学先の中学校区内にある小学校同士の組み合わせ」など総

合的に検討します。 

   

（２）基本的な進め方 

○統合基本計画案には、統合実施に至るまでの具体的な手順やスケジュールを記載

します。 

○原則、準備期間として、統合の正式決定年度の翌年度（一の年度）を確保します。 

 

５ 市民との情報共有 

統合を円滑に進めて行くためにも、児童生徒数の推計や学校施設の状況、統合の目的

や効果などについて、広く住民と情報共有に努めます。 

 

６ 小中一貫校等の研究・検討 

小学校統合の取組と合わせて、義務教育である小・中学校の教育を一貫して行う小中

一貫校や義務教育学校について、研究・検討を進めます。 

参考資料


